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のように，里親委託率は 1956 年をピークに，その後，2000 年を過ぎるまで，低下の一途
をたどる．上述の問いに対するひとつの答えは，なぜ，日本ではこれほどの長い間，里親
委託率が低下し続けたのか，という問いに置き換えることができる． 
 長期間，低下を続けてきた里親委託であったが，2000 年以降，それまでの傾向に変化が 



























































































































































































































































具体的には，主として厚生白書を 1955（昭和 30）年から 1999（平成 11）年まで，厚生労

































































































して，1962 年 1 月から，児童扶養手当が支給されることとなった．それ以後，支給額の引
き上げ，支給対象児童の範囲の拡大などが行われている． 




























図 1.2. 児童養護施設に入所した子どもの養護問題発生理由 
「養護児童等実態調査結果」（1972-1992），「養護施設入所児童等調査結果」（1997），「児童
養護施設入所児童等調査結果」（2002,2007） 







































する」とされていた．これは 365 日 24 時間休みなしで働いた場合の基準であり，労働基準


















                                                        
2 2012 年から，それまで「少年概ね 6 人につき，職員一人」という最低基準を「5.5 人に




















1970 年代半ば以降，合計特殊出生率は低下傾向にあったが，1989 年度には前年の 1.66






























1994 年に国は「子どもの権利に関する条約」に批准した．日本はこの国際条約に 158 番
目に批准した．「子どもの権利に関する条約」は 1959 年に採択された「児童の権利に関す





































































































2.2.  里親委託の減少と 1987年改正 













































































2004 年（平成 16 年）には「里親養育援助事業」6「里親養育相互援助事業」7が里親支援事
業に追加された． 























3.1.  児童福祉の動向 
 既述のように，1980 年代まで，国は児童福祉全般において，あまり積極的な動向を示さ
















































































1. 戦後から 2000年代までの先行研究の動向 
以下では，里親委託の伸展を阻む要因に言及している，戦後から現在までの先行研究の






















結局は 2002 年以降まで持ち越された．60 年代・70 年代は，里親委託が伸び悩み始め，そ
の要因に関する仮説が出現した．そのため，この時期の里親研究の視点を「里親委託不振
への注目」と捉えることができるだろう．  
1980 年代は，都市化（浅井ら 1983；吉澤 1987）・核家族化（吉澤 1987）・住環境の悪
































































研究者も多い（小笠原 1967; 飯田 1996; ウィリアムス飯久保 2003）．また里親研究の不
足（小笠原 1967；伊藤友宣 1977），里親や里親制度に対する社会的認識や評価の低さ（瀬















                                                        
8 この調査では，「里親による里子養育の現状を明らかにすること」を目的として，全国の
養育里親にアンケート調査を行っている（回収率 54.1％，アンケート送付期間は 2012 年
6 月から 7 月）． 
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には約 50%，1960 年代からは 60~70%，1990 年代には 70～80％もの里親に子どもが委託さ 
れていない（社会福祉行政報告例）． 2008 年の制度改正をもって，里親登録には 5 年（専 

















































































































































る（三吉 1963;；伊藤友宣 1977；鶴飼 1977）が，1980 年代以降もそうした指摘は繰り返
されている（吉澤 1987; グレアム 1993; 庄司 2003）．先行研究では，「家」のために養子
が欲しいという動機で里親が選択されるという伝統的家族観への指摘がなされる一方で，
血縁を重視するために里親が選択されない，すなわち血縁主義的な考えが里親制度を阻害



















中川 2004：花崎 2004），子どもを選り好みする（松本武子 1974：須田 1989：グレアム 1993：
森望 2001） などの指摘がそれである．こうした状況下では児童相談所側も，養子縁組を
目的とする里親として里親委託をせざるをえない（飯田 1996）．その結果，里親の希望に












る研究者は多い（たとえば，松本 1971,1974；飯田 1996；庄司 2008；佐藤 2009）． 
鈴木（2012）は，里親委託の措置解除理由において，昭和 30 年代後半から徐々に「養子
縁組」の割合が増加し，昭和 40 年代からは 3 割に，昭和 45 年には 4 割を超すことに着目
し，昭和 30 年代半ば以後，里親委託される子どもが減少した理由の一つに，家庭での養育
を目的とする里親の減少と，養子縁組を目的とする里親が増加したことをあげている．し
かし，同時に，「近年では，養子縁組による里親委託解除の割合は減少し，ほぼ 4 分の 1
となり必ずしも里親委託=養子縁組という状況にはないことも明らかになった」と近年の
変化についても指摘している． 
この点を確認してみよう．図 3.2.は，厚生労働省が 5 年ごとに行っている調査報告（子
どもを委託されている全里親家庭対象）のうち，「里親申込みの動機」について比較したも









































指摘がその後も繰り返されることになる（鶴飼 1977；浅井 1991；瀬下 2000；花崎 2004 な
ど）．  
1987 年，国は 40 年ぶりに里親制度の改正を行った．1990 年代に入ると，里親委託の伸
展を阻害する要因として，国の政策面での消極的な姿勢が指摘されるようになる．具体的
には，里親制度の理念や方針が曖昧であり，社会的養護の場として，里親を第一の選択と
する理念がないこと（瀬下 1999；中川 2004；木村 2007），社会的養護体制における里親の
役割が曖昧であること（木村 2007；櫻井 1997）などの指摘である．また，里親の認定基
準が曖昧であるために，児童相談所で里親として不適切であるという判断を下しにくいと
いう里親認定の問題（浅井 1991; 宮島 2002）も指摘されている．  
里親制度創設から現在までを概観する限りでは，行政は里親制度の発展に概して積極的
な関心を示さなかったことは間違いないだろう．先行研究もこの点については再三言及し
ており，1960 年代から 2000 年代に至るまで，法律面での遅れ（右田 1964；松本 1974；田
中 2008），消極的政策運用（松本武子 1971；吉澤 1987；庄司 2008），推進体制の弱さ（伊 
30 
 
表 3.1. 里親制度の動向   
年次 里親制度の動向 主な内容 
1967 年 所得税法の改正 里親の租税負担の軽減を図るため，新たに里子についても扶
養親族とみなし，扶養控除を行う． 
1968 年 地方税法の改正 住民税でも扶養控除が適用． 
1974 年 短期里親制度導
入 
約 1 カ月から 1 カ年の期間，子どもを預かる短期の里親制度
導入（ただし，実施は各自治体の任意）． 
1987 年 里親制度改正 里親認定基準の見直し，再認定に関すること，委託対象児童
の拡大，里親研修の実施など（ただし，実施は自治体の任意）． 


























図 3.3. 里親委託率の推移（1965-2011） 
【出所】厚生省大臣官房統計情報部編（1965-2008）「社会福祉行政業務報告例（厚生省報告例）」 
 
藤友宣 1977：長谷川 1984：須田 1989）などの指摘がなされている．同時に，施設入所に


















































































































































































































れること，である．以上の 3 点について，以下で詳述する．  
第一の問題点である，福祉司の専門性の低さとは，すなわち里親業務を担当する専任職
員が配置されている児童相談所が少ないことを意味する （吉澤 1987；松本 1991；櫻井 1999）．
また福祉司は異動が多く，里親業務のための研修もないために里親委託関連の業務内容が
専門的に確立されていない，などの指摘もある（吉澤 1987；瀬下 1999）． 





また，湯沢ら（2004a）は，全国の児童相談所（回収率 87.4％）と里親（回収率 61.6％） 
を対象に「被虐待児受託里親支援に関する調査研究」を実施している．図 3.4.に，このデ
ータにおける「児童相談所の里親専任職員の設置状況」を円グラフで表した．里親専任の
職員を設置している児童相談所は，2003 年時点で 153 児童相談所中 35 か所しかなく，全
体の 4 分の 1 に満たない（約 23％）．また，その中でも里親のみに従事する専任職員を置 












































池 2007）．このために，里親への研修が不足し（長谷川 1984；庄司ら 1998；佐藤 2009） ，




























須田 1989；森望 2001；庄司 2003；木村 2007）． 
37 
 











では，194 か所の児童相談所のうち，149 か所 78.4％が「実親・親権者が里親養育を望まな
い（同意しないを含む）」を選択している（表 3.2.参照）．これは選択肢の中では，突出し
里親委託が進まない理由 度数 割合 
市民に血縁関係のないものを家庭に迎え入れることへの抵抗感がある 14 7.4% 
市民に子どもの社会的な養育に参加しようという意識，関心が乏しい 35 18.4% 
市民に社会的養育に参加することへの負担や困難を予想する思いが強い 41 21.6% 
実親・親権者が里親養育を望まない（同意しないを含む） 149 78.4% 
養子縁組を望んでいる里親登録者が多い 58 30.5% 
里親への支援体制が不十分である 43 22.6% 
里親へ支払われる委託費が不十分である 4 2.1% 






























































等のある子どもは 18％，罹患傾向のある子どもは 14%と少なくない数字を示している． 



































































































































































































 仮説 1-1 都市化に伴い住環境が悪化したので，里親委託が伸展しなかった． 
 仮説 1-2 女性の労働市場への参加が増加したので，子どもを養育する余裕が少なくな
り，里親委託が伸展しなかった． 






































 仮説 5-1 福祉司は必ずしも専門的知識を有する職員とは限らず，その上，異動等のた
め専門性の育成が困難なシステムになっているので，里親委託が伸展しなか
った． 
 仮説 5-2 福祉司の業務が膨大かつ多岐にわたり役割過重が発生するので，里親委 
託が伸展しなかった． 
 仮説 5-3 福祉司は措置変更を最小限に抑えようと考えるため，複雑な事情を抱えてい
る子どもと里親のマッチングが難しいので，里親委託が伸展しなかった． 

























































 なお，仮説 3 の制度・政策的要因仮説については，制度・政策の効果を測定することは 
簡単ではなく，本研究においては，直接的な検証は行えない．しかしながら，結果を先取 
りして言えば，第 4 章・第 5 章で，他の仮説の検証を行っていく過程において，わが国に 
おいては，国の制度・政策が里親委託に及ぼす影響が大きいことが明らかにされる． 
 児童相談所的要因仮説（仮説 5-2：福祉司の役割過重）については，第 5 章で検証を行
う．第 4 章において，この仮説の検証を行えなかったのは，2000 年以前の福祉司数などの
児童相談所に関するデータについて，国単位で公開されているデータがなかったためであ
る． 
仮説 5-1 の福祉司の専門性と里親委託の関係，また仮説 5-5 の里親が養育上直面する課
題の解消については，入手できる適切なデータが存在しないため，検証を行いえないが，


















まず，仮説 4 の施設要因仮説にとくに着目し，分析 1 と分析 2 でこの施設要因仮説を含
めた 4 つの仮説を検証する．  
次に，分析 1 と分析 2 では，仮説 1 の里親登録者不足仮説も検討するが，結果を先取り
すれば，子どもに対する里親充足率（里親登録者不足仮説）は，分析 1（すなわち，仮説
1-1 の検証）において，有意な正の効果を示す．そのため，この仮説の下位仮説である 3





























   
本章で検証する仮説は，以下の通りである． 
 
【仮説 1 里親登録者不足仮説】 
日本社会特有の文化的・社会構造的理由，また里親制度の啓発の不足のため，里親登録者
が不足したことによって，里親委託が伸展しなかった． 































仮説 2-1 伝統的養子観の増加は，里親委託率の低下を引き起こす． 
仮説 2-2 各年の伝統的養子観の増加は，新規里親委託率の低下を引き起こす． 
 
































仮説 4-1 施設定員充足率の増加は，里親委託率の低下を引き起こす． 
仮説 4-2 各年の施設定員充足率の増加は，新規里親委託率の低下を引き起こす．  
  
【仮説 5 児童相談所要因仮説】 
児童相談所が施設措置を選択せざるを得ないので，里親委託が伸展しなかった． 
 仮説 5-3 福祉司は措置変更を最小限に抑えようと考えるため，複雑な事情を抱えてい
る子どもとその子どもに対応する里親のマッチングが非常に難しいので，里
親委託が伸展しなかった． 








 仮説 5-1  措置変更率の増加は，里親委託率の低下を引き起こす． 
 仮説 5-2  各年の措置変更率の増加は，新規里親委託率の低下を引き起こす． 
 
 以上の仮説を 1953 年から 2008 年までの時系列データを用いて検証を行う． 
 
1.2. 方法 
1.2.1 変数の設定  











を m とすると，里親委託率 y は以下の式[4.1]で表すことができる．  
       
r
m
y                            …[4.1] 





                                                        
11 ここで扱っているデータは，1971 年までは沖縄県分は含まれていない．沖縄の本土復






出した．ここで各年の新規里親委託率を s とし，新規養護児数を o，新規里親委託児数を q
とすると，新規里親委託率は以下の式[4.2]で表すことができる． 
        
o
q
s                           …[4.2] 





で割り，算出した．ここで，子ども充足率を i，養護児数を r，登録里親数を g とすると子
どもに対する里親充足率は，以下の式[4.3]で表すことができる． 
         
r
g









された子どもの比率で表される．これらのデータは，1953 年から 1955 年は「社会福祉統
計年報」，1956 年から 1964 年は「社会福祉施設等調査報告」，1964 年から 2008 年は「社会
福祉行政報告例（厚生省報告例）」から求めた．施設充足率を j，乳児院・児童養護施設の
定員数を k，在所児数を l とすると，施設充足率は以下の式[4.4]で表すことができる． 





14 データが得られなかった年次は，1954 年～1957 年，1959 年～1962 年，1964 年～1967
年，1969 年～1972 年，1974 年～1977 年，1979 年～1982 年，1984 年～1987 年，1989
年～1992 年，1994 年～1997 年，1999 年～2002 年，2004 年～2007 年である． 
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養護児数と同様に変数の効果の解釈を容易にするために 1000 で割っている． 
なお，分析 2 では，養護児数と次に述べる新規施設入所率は統制変数から除いた．養護


















































































































































































































































































































グを示しながらも全期間中最低の値を取る．すなわち，1992 年から 1997 年の間に養護児
数は 3 万 2 千人前後にまで減少し，1992 年から 1995 年までの間，施設定員の充足率は，
80％を記録する．里親委託率は 1998 年から 2001 年の間，6％台となる．その後，どのグラ
フも 1990 年代末頃から，順次漸増していく． 
里親制度に関する政策動向を略述すれば，既述のように，1947 年に里親制度が設立され



















































































































































































































































































































仮説 2-1 伝統的養子観の増加は，里親委託率の低下を引き起こす． 
仮説 4-1 施設定員充足率の増加は，里親委託率の低下を引き起こす． 














表 4.1. 分析 1 で使用する各変数間の相関係数 
  1 2 3 4 5 6 7 
平均値 .114 38.771 .9003 .287 .356 .889 .046 
標準偏差 .046 4.400 .033 .077 .16 .049 .011 
1.里親委託率 ―             
2.養護児数 .891*** ― 
     
3.新規施設入所率 -.780*** -.592*** ― 
    
4.子どもに対する里親充足率 .878*** .833*** -.442*** ― 
   
5.伝統的養子観 .960*** .868*** -.671*** -.492*** ― 
  
6.施設定員充足率 .719*** .815*** -.581*** .524*** .789*** ― 
 
7.措置変更率 -.344** -.317* -.131 -.492*** -.454*** -.114 ― 























引き続きプレイス・ウィンステン（Prais-Winsten，以下とくに断りがない限り PW 法と 
 
表 4. 2.  里親委託率に対する階差を用いた回帰モデルによる推計結果 
独立変数 β   (SE) 
cons .001   (.001) 
Δ 養護児数 .002 ** (.0006) 
Δ 新規施設入所率 -.228 ** (.047) 
Δ 子どもに対する里親充足率 .120 ** (.037) 
Δ 伝統的養子観 .223 ** (.043) 
Δ 施設定員充足率 -.121 ** (.034) 





   
n=55       
+p<.10 *p<.05 **p<.01 







に近ければ，階差モデルと PW 法のモデルの結果はほぼ同様のものとなる．PW 法のモデ
ル式は以下の通りである． 
 
   ttttttt epuuuXXY  12211 ,               [4.8] 
 












表 4. 3. 里親委託率に対する Prais-Winsten 法による推計結果 
独立変数 β   (SE) 
cons .289 ** (.046) 
養護児数 .002 ** (.0006) 
新規施設入所率 -.244 ** (.046) 
子どもに対する里親充足率 .106 ** (.036) 
伝統的養子観 .179 ** (.025) 






   
n=56       
+p<.10 *p<.05 **p<.01 








残差分析では，1970 年代と 1995 年ごろから 2001 年ごろまで負の方向に残差が大きく，





1.5. 分析 2――各年の新規里親委託率を対象にした分析―― 
 分析 2 で行う仮説を改めて提示すると以下のようになる． 
仮説 1-2 各年の子ども（養護児童数）に対する里親充足率の減少は，新規里親委託率
の低下を引き起こす． 
仮説 2-2 各年の伝統的養子観の増加は，新規里親委託率の低下を引き起こす． 


























































































































表 4.4. 分析 2 で使用する各変数間の相関係数 
  1 2 3 4 5 6 
平均値 .100 38771 0.889 .046 .356 .287 
標準偏差 .033 4400.01 0.049 .011 .16 .077 
1.新規里親委託率 ―           
2.新規養護児数 .509*** ― 
    
3.子どもに対する里親充足率 .442*** .840*** ― 
   
4.伝統的養子観 .671*** .883*** .849*** ― 
  
5.施設定員充足率 .581*** .845*** .524*** .789*** ― 
 
6.措置変更率 .131 -.282* -.492*** -.454*** -.114 ― 
*p<.05  **p<.01 ***p<.001             
 







 階差を用いた回帰モデルによる推計結果を表 4.5.に示す． 





表 4.5.  新規里親委託率に対する階差を用いた回帰モデルによる推計結果 
独立変数 β   (SE) 
cons .002   (.002) 
Δ 新規養護児数 .002 
 
(.003) 
Δ 子どもに対する里親充足率 -.028 
 
(.110) 
Δ 伝統的養子観 .329 * (.130) 
Δ 施設定員充足率 -.168 ＋ (.087) 





   
n=55       
+p<.10 *p<.05 **p<.01 
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表 4.6.  新規里親委託率に対する Prais-Winsten 法による推計結果 
独立変数 β   (SE) 







伝統的養子観 .191 * (.078) 






   
n=56       
+p<.10 *p<.05 **p<.01 
   











































































































































図 4.6.に示すのは，分析 1 と同様に，分析 2 について PW 法による残差をグラフに示し
たものである．ここでも 1960 年代後半から 1970 年代，1995 年前後に負の方向に大きな残
差が示され，また 2002 年以降，正の方向に大きな残差が示されている．2002 年前後は従
来のモデルが当てはまらず，新規里親委託が予測よりもはるかに増加していることを示し
ている．前節でも同様にこの時期に正の方向に残差を示しており，この時期に従来とはか


















仮説 1-1 都市化に伴い住環境が悪化したので，里親委託が伸展しなかった． 
66 
 
 仮説 1-2 女性の労働市場への参加が増加したので，子どもを養育する余裕が少なくな
り，里親委託が伸展しなかった． 








を用いる．そのため，分析 3 では，以下の操作的な仮説を設定する． 
 仮説 1-3 一人あたりの居住面積の減少は，子どもに対する里親充足率の低下を引き起
こす． 
 仮説 1-4 女性の労働力率の増加は，子どもに対する里親充足率の低下を引き起こす． 














                                                        
16 ここで扱っているデータは，1971 年までは沖縄県分は含まれていない．沖縄の本土復











女性労働力率：ここでは指標として，40 歳から 44 歳の女性の労働力率を用いる．労働力
率を利用する場合，高齢者人口の増加などの影響を排除するために，特定の年齢層に限定
して指標を作成する必要がある．また，里親登録は有配偶者であることが（基本的には）
前提とされるため，有配偶率の高い 40 歳から 44 歳に年齢を限定した．データは，総務省
統計局統計調査部国勢統計課労働力人口統計室の「労働力調査年報」のうち，「19-5 年齢













説の検証を試みる．分析は，統計ソフト STATAver.12.0 を用いた． 
                                                        
17 データが得られなかった年次は，データが得られなかった年次は，1954 年～1957 年，
1959 年～1962 年，1964 年～1967 年，1969 年～1972 年，1974 年～1977 年，1979 年～
1982 年，1984 年～1987 年，1989 年～1992 年，1994 年～1997 年，1999 年～2002 年，




















































































































































































図 4.9. 子どもに対する里親充足率と合計特殊出生率 
【出所】厚生省大臣官房統計情報部編（1953-2008）「社会福祉行政業務報告例（厚生省報告例）」





















































































































































































































































































表 4.7. 分析 3 で使用する各変数間の相関係数 
  1 2 3 4 
平均値 .287 13.51 .648 1.777 
標準偏差 .077 5.129 .052 .349 
1.子どもに対する里親充足率 ―       
2.居住面積 -.086*** ― 
  
3.女性労働力率 -.793*** .940*** ― 
 
4.合計特殊出生率 .736*** -.919*** -.895*** ― 





2.4. 分析 3――子どもに対する里親充足率を対象とした分析―― 
以下では，それぞれの仮説の検証を行う．分析 3 で行う仮説を改めて提示すると以下の
ようになる． 
 分析 3 において，子どもに対する里親充足率は，里親委託率に対して，有意な正の効果
を持っていた．そのため，子どもに対する里親充足率を媒介として里親充足率に影響を及
ぼすとされる下位仮説の検証を行う． 
分析 3 で行う仮説を改めて提示すると以下のようになる． 
仮説 1-3 一人当たりの居住面積の減少は，子どもに対する里親充足率の低下を引き起
こす． 
 仮説 1-4 女性の労働力率が増加は，子どもに対する里親充足率の低下を引き起こす． 
 仮説 1-5 合計特殊出生率の減少は，子どもに対する里親充足率の低下を引き起こす． 











表 4.8.  子どもに対する里親充足率に対する階差を用いた回帰モデルによる推計結果 
独立変数 β   (SE) 










   
n=55       
+p<.10 *p<.05 **p<.01 
   
    
表 4.9.  子どもに対する里親充足率に対する Prais-Winsten による推計結果  




居住面積 -.008 ** (.004) 






   
n=56       
+p<.10 *p<.05 **p<.01 
   
    
 
2.4.2. プレイス・ウィンステン（Prais-Winsten）法による推定 
















































































【仮説 3 施設定員の充足率と里親委託率の関係】 






















おり，1992 年から 1997 年まで，養護児数が過去最低に減少し，1992 年から 1995 年まで，




































第 4 章で，すでにみたように，1950 年代半ばから一貫して減少傾向にあった里親委託率






それでは，本章が扱う 2000 年から 2009 年の期間の里親委託率と施設定員充足率の全国
的推移を「社会福祉行政報告例」（2000-2009 年）と「社会福祉施設等調査」（2000-2009 年）
に基づいて，見てみよう（図 5.1.）． 
図 5.1.から，里親委託率（実線）は 2001 年から一貫して増加傾向にあることがわかる．
施設定員充足率（点線）は，2000 年以後も増加を続けていたものの，2006 年の 91％をピ
ークに減少傾向にあり，2009 年には約 88%にまで減少した．施設定員充足率は，この 3 年



















は，2000 年以降の里親委託の変化をめぐるこの 2 つの仮説の検証を行う． 
 
2. 児童虐待の増加と里親委託 
わが国で児童虐待が大きく取り上げられ始めたのは 1990 年度のことである．1990 年度，
「社会福祉行政報告例」の統計項目として｢児童虐待処理件数（のちに対応件数）｣が加え
られた．この「児童虐待処理（対応）件数」は 1990 年度当初，1101 件であったが，2000
年度には，17,725 件に激増した（「社会福祉行政報告例」）．2000 年以降については，図 5.2.









































































































時間の 9 割は里親委託以外の業務に割かれざるを得ないという（村田 2011）．  
参考までに諸外国についてみるならば，アメリカ合衆国では，ソーシャルワーカーは一
度に 28 人以上のケースは管理できず（粟津 2006），イギリスでは，児童問題の担当ソーシ
ャルワーカーは人口約 4000 人に一人であり（峯本 2001），70%の自治体で里親委託担当ワ
ーカーのケース担当数は 12～20 件程度に抑えられている（津崎 2004）という．もちろん，
これらの数字を単純に日本の状況と比較することはできないが，日本では里親委託に特化


























親への研修が不足している（長谷川 1984；浅井 1991；庄司ら 1998；佐藤 2009），里親への













いたが，2005 年には人口 5～8 万人に一人という基準に改正された（児童福祉法施行令第















課長会議資料 2000）．福祉司一人あたりの相談対応件数は，2000 年には 300 件を超えてい




































































都道府県政令指定都市（以下，自治体と記す）を単位とした 2000 年~2009 年の 10 年間
のパネルデータを用いて 2 つの仮説の検証を行う．データは，自治体を単位とした 2000
年から 2009 年の 10 年間のパネルデータである． 
都道府県は 47，政令指定都市は 12 であり，各年の標本数は 59 である．それぞれの自治
体について 10 年間のデータを用いるため，データの総数（自治体数×年数）は 590 となる．
あらためて本研究が扱う仮説を整理すれば，以下のようなものとなる． 
仮説 5-1. 児童虐待増加の直接効果：2000 年以降の里親委託の増加は，児童虐待の増    
     加によって，要養護児数が増加したため生じた． 
仮説 5-2. 児童虐待増加の間接効果：2000 年以降の里親委託の増加は，児童相談所の福
祉司の増加によって，福祉司の役割過重が軽減されたために生じた．  
















委託児数を m とすると，里親委託率 y は以下の式[5.1]で表すことができる．  
       
r
m












童養護施設の定員数を k，在所児数を l とすると，定員充足率は以下の式[5.2]で表すこと
ができる． 
       
k
l











福祉司数（対 2000 年比）：仮説 2 に対応する福祉司数を指標とした．虐待対応件数に倣い，
福祉司数も対 2000 年比で算出した．データは，社会福祉法人恩寵財団母子愛育会日本子ど
も家庭総合研究所の「日本子ども資料年鑑」から求めた．  






































とがわかる．すなわち，2000 年から 2009 年までの 10 年間の期間中に，自治体間の里親委
託率の高低についての変動（分散）はそれほど変化しておらず，いわゆる分散の均一性と
いう条件が満たされていることを意味している． 










表 5.1. 各変数間の相関係数  
  1   2   3   4   5   6   7 
平均値 .203    615.458    .882    1.870    1.497    210.201    .092  
標準偏差 .403    529.503    .074    .914    5.030    90.226    .071  
1.政令指定都市(=1) ―                         
2.養護児数 -.137  *** ― 
          
3.施設定員充足率 .070  
 
.215  *** ― 
        
4.虐待対応件数比(対 2000 年比) -.052  * .015  
 
.118  ** ― 
      
5.福祉司数(対 2000 年比) -.139  *** .009  
 
.241  *** .461  *** ― 
    






-.289  *** -.356  *** ― 
  
7.里親委託率 .174  *** -.113  ** .170  *** .108  ** .144  *** -.238  *** ― 
*p<.05 **p<.01 ***p<.001 










itititititititiit ey  665544332211      …[5.4]  
 
このとき，y は里親委託率，i は各自治体，t は各年を表す．α は切片，χ は各独立変数， 
ite は攪乱項である． i は，固定効果モデルを採択するか，ランダム効果モデルを採択する
かで，想定の仕方が変わってくる．すなわち，固定効果モデルを採択した場合， i は時間
に関して不変である自治体固有の効果を示す．一方，ランダム効果モデルを採択した場合， 


















  model1     model2     model3     
  （固定効果モデル） （固定効果モデル） （ランダム効果モデル） 
独立変数 β   （SE） β   （SE） β   （SE） 








養護児数 .2367  *** (.0342)  .0635  
 
(.0347)  -.0021 
 
(.0147)  
施設定員充足率 .0600  * (.0247)  .0389  
 
(.0226)  .0525  * (.0217)  
虐待対応件数比（対養護児数比） 
   
.0046  * (.0020)  .0054  ** (.0019)  
福祉司数（対 2000年比） 
   
.0300  *** (.0039)  .0182  *** (.0051)  
相談対応件数比（対福祉司比） 
      
-.0001  *** (.0000)  
R² .0112      .0003      .1024      
*p<.05 **p<.01 ***p<.001  n=590 














投入し，その直接効果と福祉司数の β 値の変化を検討した（model3）． 






















































































 第５章の分析では，少なくとも 2000 年～2009 年の 10 年間について，福祉司の増員によ
り役割過重が軽減されたことが，2000 年以降の里親委託の伸展をもたらしたという仮説に
支持的な結果が得られた．2000 年以降，里親委託率は，飛躍的に増加し，2011 年現在では
















































































 本章においては，筆者が福祉司に対して 2007 年および 2012 年に実施した調査にもとづ
いて，2000 年以降の里親委託および里親支援の状況の変化がどのようなものであるのかを
中心に検討する． 





2007 年から 2012 年までの 5 年間で，里親委託推進の社会的潮流はますます強まり，2008
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表 6.1. 本章で対応する項目と注目する「質的」な変化 
本章で対応する項目 注目する「質的」な変化 







3.3. 里親認定基準の曖昧さ 里親認定に関する指標の変化 
3.4. 不調・被虐待児・養育困難な子ど
もに対応する里親への支援の不足 
  3.4.1. 不調による措置変更を防
ぐ支援 



























表 6.2. 2007 年調査対象者の基本属性 
 
2.1. 2007年調査 





りの所要時間は 1 時間から 2 時間程度であり，許可を得た上で IC レコーダーを使用しつつ





2.2.  2012年調査 









調査対象者 調査時期 調査対象者の基本属性 
A さん 2007 年 7 月 3 日 元福祉司里親担当・女性 
B さん 2007 年 10 月 15 日 福祉司里親担当・女性 
C さん 2007 年 10 月 19 日 福祉司・男性 
D さん 2007 年 10 月 31 日 福祉司・男性 
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2012 年調査の対象者には，勤続 2 年目と経験の浅い福祉司も含んでいるが，以前の状況
と比較をする場合には，職場で上司や先輩から聞いている話も含めて回答してもらった．1
ケースあたりの所要時間は 1 時間から 1 時間半程度であり，許可を得た上で IC レコーダー
を使用しつつメモをとった．調査後にそれを逐語録におこし，さらにフィールドノートに














調査対象者 調査時期 調査対象者の基本属性 
E さん 2012 年 4 月 30 日 里親支援機関・女性 
F さん 2012 年 5 月 21 日 福祉司 2 年目・女性 
G さん 2012 年 6 月 30 日 福祉司 1 年目・ただし 5 年前にも福祉司の経験あり・
男性 
H さん 2012 年 7 月 6 日 福祉司里親担当 4 年目・男性 










































【2007 年調査と 2012 年調査の比較】 
 2012 年調査時点では，2007 年調査時点よりも，福祉司の里親委託優先の意識が高まって 
いるようにみえ，福祉司の里親委託に関する意識は若干の変化があったといえる．しかし， 













































































































































 里親支援機関職員である E さんからは，新たに行われるようになった研修や認定前の面 
接が不十分であるということ，また，そうした面接の際に里親認定の可否を判断するため 
の適切な指標が不在であることが，批判的に語られた．2009 年施行の制度改正から，調査 










【2007 年調査と 2012 年調査の比較】 















































【2007 年調査と 2012 年調査の比較】 
里親への支援の不足による不調とその結果としての措置変更の問題は，2007 年時点でも
2012 年時点でも強く意識されており，支援の不足がその原因の一端であると福祉司たちは





























































































































         帰結 
措置先 
成功 失敗 
里親（A） ＋10 －10 
施設（B） ＋5 －5 


































































































































の推移のうち，2009 年に数値が突出して高いのは，2008 年に小規模住居型児童養育事業 
 
図 7.1. 里親に委託された子ども数のうち措置変更となった子ども数の比率 
【出所】厚生労働省（厚生省）大臣官房統計情報部編（1951-1955）「社会福祉統計年報」／厚
生労働省（厚生省）大臣官房統計情報部編（1956-2011）「社会福祉行政報告例（厚生省報告例）」 













































































































































一貫して 5％前後で推移しているが，2000 年を境に 6％を上回り，その後は徐々に増加し，
2011 年には 8.2％にまで上昇した．2000 年以降，措置変更は着実に増加しているというこ
とになる． 
戦後，里親制度が創設されてから約 60 年間，措置変更がゼロになったことはない．里 
親委託において，不調の発生は不可避であると考えられる．たとえば，藤林（2011：18） 






























































する際，どのようなことで判断を下すのか」である．1 ケースあたりの所要時間は 1 時間
から 1 時間半程度であり，許可を得た上で IC レコーダーを使用しつつメモをとった．調査










以下， 調査対象 7 名の聴き取り結果について分析を進める．ただし，個人が特定される
ことを避けるためにいくつかの重要でない表現を抽象化した．また，発言によっては「児
調査対象者 調査時期 調査対象者の基本属性 
J さん 2012 年 5 月 21 日 福祉司 2 年目・女性 
K さん 2012 年 6 月 30 日 福祉司 1 年目・ただし 5 年前にも福祉司の経験あり・
男性 
L さん 2012 年 7 月 9 日 福祉司 9 年目・男性 
M さん 2012 年 7 月 6 日／
2013 年 5 月 19 日 
福祉司里親担当 4 年目  
福祉司里親担当 5 年目・男性 
N さん 2013 年 5 月 30 日 福祉司 8 年目・女性 
O さん 2013 年 6 月 10 日 福祉司 7 年目・男性 




































































































































































































































































































































































































































































































































調査対象者 調査時期 調査対象者の基本属性 
Q さん 2013 年 5 月 15 日 里親型ファミリーホームの里親 
R さん 2013 年 5 月 22 日 里親型ファミリーホームの里親 
S さん 2013 年 7 月 23 日 里親型ファミリーホームの里親・D さんの夫 
T さん 2013 年 7 月 23 日 里親型ファミリーホームの里親・C さんの妻 
U さん 2013 年 5 月 19 日 福祉司里親担当 5 年目・男性 
V さん 2013 年 5 月 30 日 福祉司 8 年目・女性 
W さん 2013 年 6 月 10 日 福祉司 7 年目・男性 











































































語りは，里親である R さんが，福祉司を信頼できると感じた事例である． 
 


























































いうのを 2 回ぐらいやって下さって…．  
 



























































































































































 第１章において，以下の 4 つのリサーチクエスチョンを提示した． 
1） なぜ里親委託が伸展してこなかったのか． 











た仮説は，以下の 5 点である． 
 
仮説 1 里親登録者不足仮説 
仮説 2 養子縁組混同仮説 
仮説 3 制度・政策的要因仮説 
仮説 4 施設・里親コンフリクト仮説 








説 1（子どもに対する里親充足率と里親委託率の関係），仮説 4-1（施設定員充足率と里親 
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仮説の概略 変数名 本研究における結果 
1 里親登録者不足仮説 子どもに対する里親充足率 仮説を限定的支持． 
1-1 住環境の悪化 居住面積 仮説を支持． 
1-2 女性の社会市場への参加 女性労働力率 仮説と逆の結果． 
1-3 少子化 合計特殊出生率 仮説は支持されず． 
1-4 宗教的背景（キリスト教） 検証不可． 
1-5 里親制度の啓発の不足 検証不可． 
2 養子縁組混同仮説 伝統的養子観 仮説と逆の結果 
3 制度・政策的要因仮説 4 章・5 章での検証を通じて，里親委託に大きく影響を与
えることが示唆された． 
4 施設・里親コンフリクト仮説 
4-1 施設の消極的姿勢 施設定員充足率 仮説を支持 
4-2 里親の批判的姿勢 検証不可． 
5 児童相談所要因仮説 
5-1 福祉司の専門性・異動 6～8 章で間接的に検討．重要な要因であることが示唆さ
れた． 
5-2 福祉司の役割過重 福祉司数，相談対応件数比 仮説を支持（5 章での検証
により）・ 
5-3 措置変更 措置変更率 仮説は支持されず． 
























































仮説 5-1  2000 年以降の里親委託の増加は，児童虐待の増加によって，要養護児数が増加
したため生じた（児童虐待増加の直接効果仮説）． 




























 ３つめのリサーチクエスチョンは，「2000 年以降の里親委託をめぐって生じた変化は， 
一過性の変化に過ぎないのか，質的な変化を伴うものなのか」である．この問いに対して， 
本研究では，第６章において，現場の児童相談所職員にインタビュー調査を行った．調査 
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